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令和２年度　施策・基本事業マネジメントシート　（令和元年度実績に基づく評価） 作成日 令和 2 年 7 月 3 日
基本目標名 7 市民参加による自立したまちづくり
政　策　名 2 多彩な交流と情報共有によるまちづくり
施　策　名 1 国際交流・地域連携の推進

施策関係課 市民生活課、学校教育課

１．施策の目的と成果把握
この施策は、誰、何を対象としているか 対象指標 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

佐野市の人口 人 119,348 118,450

友好姉妹都市・国内親善都市 都市 4 4

関東地方の大学・短期大学数 校 4 4

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

目標 10.5 11.0 11.5 12.0

実績 9.0 11.2

目標 20 20 21 21

実績 19 19

目標 55 58 60 63

実績 55 51 市政に関するアンケート調査

目標

実績

目標

実績

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 H30 R1 R2 R3 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 H30 R1 R2 R3

目標 350 355 360 365 目標 5 5 5 5

実績 291 287 実績 4 4

目標 3,100 3,200 3,300 3,400 目標 55 58 60 63

実績 1,354 1,289 実績 55 51

目標 目標

実績 実績

目標 25 25 27 27 目標

実績 22 23 実績

目標 1 1 2 2 目標

実績 0 1 実績

目標 目標

実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和元年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

全て達成

一部未達成

全て未達成

全て達成

一部未達成

全て未達成

基本事業名 令和元年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況 基本事業名 令和元年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

４．施策の基本情報
社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等 施策の成果向上に向けての役割分担

市民 事業所 行政

５．施策全体の総括・今後の課題・今後の方向性

施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の課題 今後の方向性

政策体系
施策主管課長

都市ブランド推進課

鈴木　誠蔵

施策の目
的

「対　象」

①市民
②広域連携（友好・親善都市含む）の相手先自
治体
③広域連携団体（大学・短大等）

①
市内在住の外国人と交流している
市民の割合

％

② 広域連携団体数 団体

③
大学・短大と連携して実施している
事業数 事業

成果指標の
取得方法

④

⑤

相互理解
の環境づ
くりの推進

①市民
②市内在
住の外国

市内で日本人と外
国人が相互に理
解しあって暮らせ
る。

① 国際交流協会会員数 人
大学との
地域連携
事業の推
進

大学・短大 近隣大学、市内短
大などの高等教育
機関と連携し、事
業の充実を図る。

①
連携している大学
数

大学

②
交流事業参加者
数

人 ②
連携している事業
数

事業

③ ③

交流拠点
都市づくり
の推進

広域連携
の相手先
団体
（企業を含
む）

広域的な連携を推
進し、事業の充実
を図る。

①
広域連携、包括
連携団体数

団体 ①

②
連携により実施す
る事業数

事業 ②

③ ③

・佐野市国際交流協会の活動を支援し連携することで、市民の国際感覚の醸成に取り
組む。
・市内在住外国人や外国人観光客が安心して行動できるよう環境整備を進める。
・広域的な自治体間連携、民間企業との包括連携、大学・短大との連携を継続し、課題
解決や地域活性化に繋がる新たな事業展開を検討するとともに、連携事業を増やす取
組を行う。

取組
方針

【施策の取組方針達成状況】
・国際交流協会を支援及び連携し、日本語教室、国際交流ニュース発行、ランカスター市中学生相互派遣受
入、お花見会など行い、市民の国際感覚の醸成と市内在住外国人や外国人観光客が安心して行動できるよう
環境整備を図った。
・広域的な自治体間連携については、災害等に備えるために関西圏遠隔地の自治体を検討した。
・民間との包括連携については、コンパクトシティ＆ネットワークに基づくまちづくりを推進するため、ＪＲバス関
東㈱と包括連携協定を締結した。
・連携締結４大学と人的・知的資源を活かした各種連携事業を推進した、また、新たな連携大学として、高崎経
済大学との協議を進めた。
【成果指標達成状況】
・市民の国際感覚醸成のため、国際交流協会事業の活動PRなど支援することで「市内在住の外国人と交流し
ている市民の割合」目標を達成した。
・自治体との連携協定検討、民間企業と包括連携協定を締結するなど連携を進めたが、目標達成には至らな
かった。
・新たな連携大学として高崎経済大学と協議を進めたが、協定締結及び目標達成には至らなかった。

成果
指標

【基本事業の取組方針達成状況】
・市の広報紙、ホームページ、フェイスブック、ツイッ
ターを用いて、国際交流協会の活動の周知、ＰＲを行
なった。
・在住外国人への日本語教室、ランカスター市中学生
相互交流事業など行い市民の国際感覚の醸成を図っ
た。
【成果指標達成状況】
・国際交流協会の活動等の周知支援を行ったが、国際
交流協会会員数及び交流事業参加者数の目標に至ら
なかった。

【基本事業の取組方針達成状況】
・連携大学である足利大学、東京農工大学、佐野日本大学短
期大学、宇都宮大学と、委員派遣や研修会参加、フィールド
ワークなど各種連携事業を実施した。
・新たな連携大学として、高崎経済大学と連携協定協議を重ね
た。
【成果指標達成状況】
・連携する各大学と市の課題解決のための事業に取り組んだ
が、目標達成には至らなかった。
・高崎経済大学との連携協議を進めたが、協定締結には至ら
なかった。

【基本事業の取組方針達成状況】
・彦根市との親善都市提携５０周年記念事業を開催し、改めて
両市の連携を深めた。
・災害に対応するため、関西圏の新たな自治体との連携を模
索した。
【成果指標達成状況】
・親善都市交流、新たな自治体との連携を検討したが、「広域
連携、包括連携団体」の目標には至らなかった。

・姉妹都市であるランカスター市と、ホームステイ形式の中学生相互交流事業を行うことで、生徒及
び保護者の国際感覚の醸成に努めた。
・国際交流協会と連携して、日本語教室・国際交流ニュース・花見会等、学習・交流イベント事業を
実施し、市民の国際感覚の醸成や、市内在住外国人及び外国人観光客が安心して行動できる環境
整備に努めたが、国際交流協会の会員増には至らなかった。
・彦根市との親善都市提携50周年記念事業を開催し、両市の絆を深めたが、新たな自治体との連
携については、関西圏の自治体を模索したが、連携協定協議まで至らなかった。
・専門的知見を市の事務事業に活用するため、足利大学、東京農工大学、佐野日本短期大学、宇
都宮大学と51種の連携事業を実施した。新たな大学連携先として、高崎経済大学と協議を行った
が、連携協定締結に及ばず、目標達成には至らなかった。

・国際交流・地域連携の推進分の施策コストは、令和元年度決算額約8,039千円（前年度約6,369千
円）で、平成30年度に比べ、約1,670千円の増額となった。主な要因は、平成30年度における国際交
流協会支援事業費約1,665千円の戻入に伴う差額。

【令和２年度で解決する課題】
・特になし

【令和３年度以降にも引き継がれる課題】
①市民の国際交流に関する情報や国際感覚の醸成に繋
がる機会の提供
②地域活性化につながる、大学、自治体、民間との連携協
定増加の取組

【令和３年度重点課題】
③国際交流協会の組織基盤の強化

①国際交流協会と連携し、市広報紙、市公式ホーム
ページ、SNSを用いた協会活動の情報発信を行う。ま
た、国際交流協会独自の情報発信力強化のため、協会
のホームページ、フェイスブック作成支援を行う。
②災害ボランティアなど新たな繋がりの出来た大学や自
治体、民間団体との連携協定を検討する。

③市公式ＳＮＳ等を用いて国際交流協会の各種事業紹
介、及び参加勧奨を行い、協会への理解を深めること
で、協会会員の増加に繋げ、協会の事業・財政基盤の
強化を図る。

成果指標
設定の考え方

・市内で日本人と外国人がお互いの慣習・文
化の違いを理解し、多様な価値観を認め合え
るという意図がどれだけ達成できているかを把
握する指標とするため、採用した。
・都市間連携の取組状況が明らかになるた
め、採用した。
・大学等と連携して大学等の持つ専門的知見
を市の事務事業に活用した状況が明らかにな
るため、採用した。

施策の目
的

「意　図」

①お互いの慣習・文化の違いを理解し、多様な
価値観を認め合い交流する。
②行政の各分野における都市間の広域連携を
図り、事業の充実を図る。
③大学などの高等教育機関との連携を推進す
ることにより、事業の充実を図る。

施
策

基
本
事
業

相互理解
の環境づ
くりの推進

・佐野市国際交流協会の活動
を周知・ＰＲすることにより、在
住外国人や外国人来訪者への
情報提供の充実を図る。
・国際交流に関する活動を佐
野市国際交流協会と連携して
進め、協会活動を活性化し市
民の国際感覚の醸成を図る。

大学との
地域連携
事業の推
進

・市の課題解決のため、連携
大学との共同事業を推進す
る。
・新たな大学との地域連携協
定を検討する。

交流拠点
都市づくり
の推進

・親善都市や包括協定締結自
治体と連携を深め、共通課題
の解決や効率的な行政運営に
向けての検討を行う。

施
策
の
基
本
情
報

・2020年の東京オリンピック開催にあたり、国際的な視点での人材育成が求められている。
・市内における外国人住民が増加傾向にあり、市を訪れる外国人も増加している。
・令和元年東日本台風災害では、連携する大学だけでなく、多くの大学等のボランティア協
力をいただいた。
・新型コロナウイルス感染症など、今後感染症対策を考慮した新たな大学連携方法が求め
られる。

・留学生との交流やホストファミリーに
なるなど、各種の交流事業に積極的に
参加する。
・市内在住の外国人との日常的な交流
を図る。

・交流事業を実施、または支援する。
・外国人と日本人の交流を促進し、国
際交流を推進する。
・高等教育機関は、内部にある知的
財産を市や地域に提供する。

・国際交流に関する情報の提供や国際感
覚を高める機会の提供に努めるとともに、
国際交流団体の育成と連携を図る。
・市内在住の外国人が、利用しやすい窓口
を整備する。
・大学等との積極的な連携事業を推進す
る。
・感染症対策を考慮した新たな連携協定方
法を検討する。


